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１  

外
国
人
の
就
業
状
況

（
１
）
就
業
者
数

　

５
年
ご
と
に
実
施
さ
れ
る
国
勢

調
査
（
総
務
省
）
の
結
果
か
ら
、

外
国
人
の
就
業
状
況
を
把
握
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

　

直
近
の
２
０
１
５
（
平
成
27
）

年
の
結
果
を
み
る
と
、
本
市
に
常

住
す
る
外
国
人
の
う
ち
、
就
業
者

（
※
１
）
は
２
万
５
３
２
７
人
で
、

年
を
追
う
ご
と
に
増
加
傾
向
に
あ

る
。

　

ま
た
、
15
歳
以
上
人
口
に
占
め

る
就
業
者
の
割
合
を
示
す
「
就
業

率
」
は
41
・
９
％
で
あ
る
。
こ
れ

は
日
本
人
の
就
業
率
（
52
・
３
％
）

よ
り
も
低
く
、前
回
２
０
１
０（
平

成
22
）
年
に
比
べ
就
業
者
が
増
え

て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
率
は

下
が
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
つ
い
て

は
、
就
労
目
的
以
外
の
外
国
人
、

具
体
的
に
は
留
学
や
家
族
滞
在
な

ど
の
在
留
資
格
も
近
年
増
え
て
お

り
、
そ
の
結
果
、
相
対
的
に
就
業

者
の
割
合
が
低
下
し
た
も
の
と
考

え
ら
れ
る
（
図
１
）。

（
２
）
国
籍
別

　

就
業
者
を
国
籍
別
に
み
る
と
、

人
数
の
多
い
順
に
、

①
中
国　
　
　
　

９
６
６
３
人

②
韓
国
・
朝
鮮　

４
９
４
９
人

③
フ
ィ
リ
ピ
ン　

２
４
４
９
人

④
米
国　
　
　
　

１
０
７
９
人

⑤
ベ
ト
ナ
ム　
　
　

９
４
１
人

と
な
っ
て
い
る
。

　

次
に
、
国
勢
調
査
で
用
い
る
産

業
分
類
を
、
便
宜
的
に
大
ま
か
な

仕
事
の
分
野
に
置
き
換
え
て
分
類

し
て
み
る
と
、
従
事
す
る
分
野
は

国
籍
ご
と
で
傾
向
が
分
か
れ
る
。

主
な
分
野
で
就
業
割
合
が
高
い
国

は
、
お
お
む
ね
次
の
と
お
り
で
あ

る
（
表
１
）。

・「
卸
売
・
小
売
、
飲
食
・
宿
泊
」

　

丨
中
国
、
韓
国
・
朝
鮮
、
タ
イ

・「
建
設
・
製
造
」

丨
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
、
ベ
ト
ナ
ム
、
ブ
ラ
ジ
ル
、

ペ
ル
ー

・「
学
術
研
究
・
教
育
」

　

丨
イ
ン
ド
、
米
国
、
英
国

（
３
）
分
野
別

　

就
業
者
を
分
野
別
に
み
る
と
、

人
数
の
多
い
順
に
、

①
製
造　
　
　
　
　

３
６
０
３
人

②
飲
食
・
宿
泊　
　

３
２
３
０
人

③
卸
売
・
小
売　
　

２
８
３
３
人

④
学
術
研
究
・
教
育
２
７
４
０
人

⑤
運
輸
・
情
報
通
信
２
６
０
５
人

と
な
っ
て
い
る
。

　

２
０
１
０
年
か
ら
５
年
間
の
就

業
者
数
の
増
減
を
み
る
と
、

・
飲
食
・
宿
泊　
　

11
・
９
％
減

・
卸
売
・
小
売　
　

５
・
４
％
減

・
運
輸
・
情
報
通
信
４
・
８
％
減

の
３
分
野
で
減
少
し
て
お
り
、
代

わ
っ
て
、

・
医
療
・
福
祉　
　

27
・
４
％
増

・
建
設　
　
　
　
　

20
・
２
％
増

の
２
分
野
で
大
き
く
増
加
し
て
い

る
（
表
２
）。

（
４
）
外
国
人
就
業
者
へ
の
依
存
度

　

就
業
者
全
体
（
日
本
人
＋
外
国

人
）
の
う
ち
外
国
人
就
業
者
が
占

め
る
割
合
は
、
２
０
１
５
年
の
時

点
で
１
・
５
％
で
あ
る
。

　

こ
れ
を
外
国
人
へ
の
依
存
度
と

し
て
み
た
場
合
、「
飲
食
・
宿
泊
」

の
分
野
が
３
・
６
％
と
高
い
率
と

な
っ
て
い
る
。
実
感
と
し
て
、
都

市
部
で
は
、
訪
日
外
国
人
へ
の
接

客
や
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
た
め
、
外

国
人
を
雇
用
す
る
ホ
テ
ル
や

フ
ァ
ー
ス
ト
フ
ー
ド
店
を
よ
く
見

か
け
る
。
昨
今
も
様
々
な
分
野
で

外
国
人
材
の
ニ
ー
ズ
が
高
ま
っ
て

き
て
い
る
こ
と
か
ら
、
２
０
２
０

（
令
和
２
）
年
国
勢
調
査
で
依
存

度
が
ど
う
変
化
す
る
の

か
、
結
果
を
注
目
し
た

い
。

　

日
本
人
の
生
産
年
齢

人
口
が
減
少
し
、
深
刻

な
人
手
不
足
が
確
実
視

さ
れ
る
中
、
対
応
策
と

し
て
、
各
方
面
で
外
国

人
の
受
入
拡
大
に
向
け

た
動
き
が
急
速
化
し
て

い
る
。
今
後
の
国
内
の

雇
用
情
勢
や
外
国
人
の

受
入
体
制
の
整
備
に
よ

り
、
各
分
野
に
お
け
る

比
率
も
変
化
し
て
く
る

も
の
と
思
わ
れ
る
。

２  �
人
手
不
足
が
深
刻

な
市
内
中
小
企
業

執
筆手

塚　

清
久

経
済
局
企
画
調
整
課
長

冨
岡　

典
夫

経
済
局
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
課
長

伊
藤　

智
啓

政
策
局
統
計
情
報
課
担
当
係
長

（元データ）
外国人就業就業率

1995年 18,752 57.5%
2000年 20,411 51.0%
2005年 22,986 50.3%
2010年 23,101 52.1%
2015年 25,327 41.9%

18,752 
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図１ 外国人の就業者数及び就業率の推移－横浜市（1995年～2015年国勢調査）
（人）
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47
（
１
）
有
効
求
人
倍
率
の
上
昇

　

横
浜
市
の
有
効
求
人
倍
率
は
、

１
・
26
（
平
成
28
年
平
均
）、
１
・

39（
平
成
29
年
平
均
）、
１
・
48（
平

成
30
年
平
均
）
と
近
年
上
昇
し
、

仕
事
に
対
し
て
人
が
足
り
な
い
状

態
が
続
い
て
い
る
。「
社
員
を
募

集
し
て
も
応
募
が
な
い
」、「
応
募

は
あ
る
が
、
求
め
る
人
材
が
来
な

い
」、「
熟
練
労
働
者
の
退
職
」
な

ど
、
特
に
中
小
企
業
に
お
い
て
人

手
不
足
が
深
刻
な
状
況
と
な
っ
て

い
る
。
人
手
不
足
感
は
ほ
ぼ
全
産

業
に
広
が
っ
て
い
る
が
、
そ
の
深

刻
さ
の
度
合
い
は
、
業
種
や
規
模

に
よ
っ
て
異
な
る
。
建
設
、運
輸
、

飲
食
サ
ー
ビ
ス
、
医
療
・
福
祉
な

ど
の
非
製
造
業
や
、
規
模
の
小
さ

い
企
業
で
人
手
不
足
感
が
強
く
、

事
業
の
継
続
に
必
要
な
人
員
を
確

保
で
き
な
か
っ
た
こ
と
に
よ
る

「
人
手
不
足
倒
産
」
も
増
加
し
問

題
と
な
っ
て
い
る
。

（
２
）
横
浜
市
景
況
・
経
営
動
向

調
査
特
別
調
査
を
通
じ
て

　

こ
う
し
た
企
業
の
人
手
不
足
の

状
況
を
具
体
的
に
把
握
し
、
施
策

に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
、
経
済
局

で
は
景
況
・
経
営
動
向
調
査
特
別

調
査
と
し
て
、
直
近
で
は
第
１
０

５
回
（
平
成
30
年
6
月
実
施
）
に

お
い
て
、
市
内
企
業
に
対
し
て
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
（
１
０
０
０
社
対

象
、
回
答
率
54
・
３
％
）
を
実
施

し
た
。
こ
の
調
査
の
中
で
、
新
た

に
採
用
す
る
人
材
と
し
て
、「
外

国
人
」に
焦
点
を
当
て
、
雇
用（
又

は
雇
用
を
検
討
）
す
る
①
理
由
、

②
課
題
、
③
必
要
と
思
わ
れ
る
支

援
に
つ
い
て
尋
ね
た
。

①　
外
国
人
を
雇
用
（
又
は
雇
用

を
検
討
）
す
る
理
由

　

ま
ず
、
外
国
人
を
雇
用
（
又
は

雇
用
を
検
討
）
す
る
理
由
に
つ
い

て
、
全
産
業
で
み
る
と
「
外
国
人

と
し
て
の
語
学
力
・
国
際
感
覚
等

の
強
み
を
発
揮
し
て
も
ら
う
た

め
」（
42
・
３
％
）
が
最
も
多
く
、

次
い
で
「
新
卒
採
用
で
ま
か
な
う

こ
と
が
で
き
な
い
人
材
を
確
保
す

る
た
め
」
と
「
多
様
な
人
材
を
雇

用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
社
内
活
性

化
を
進
め
た
い
た
め
」（
30
・

８
％
）
が
同
率
と
な
っ
て
い
る
。

規
模
別
に
み
る
と
、
中
小
企
業
で

は
「
新
卒
採
用
で
ま
か
な
う
こ
と

が
で
き
な
い
人
材
を
確
保
す
る
た

め
」（
44
・
４
％
）が
最
も
多
く
な
っ

て
い
る
こ
と
に
特
徴
が
あ
る
。

②　
外
国
人
を
雇
用
す
る
に
当

た
っ
て
の
課
題

　

次
に
、
外
国
人
を
雇
用
す
る
に

当
た
っ
て
の
課
題
に
つ
い
て
、
全

表２　分野別にみた外国人就業者数－横浜市（2010年・2015年国勢調査）
（元データ）
全就業者（日本人＋外国人）

2010年 2015年 2010年 2015年 2010年 2015年
総数 23,101 25,327 9.6% 1.4% 1.5% 1703374 1673913
　建設 1,338 1,608 20.2% 1.1% 1.4% 119733 111368
　製造 3,551 3,603 1.5% 1.7% 1.7% 214184 212487
　運輸・情報通信 2,737 2,605 ▼ 4.8% 1.2% 1.2% 226747 213566
　卸売・小売 2,995 2,833 ▼ 5.4% 1.0% 1.1% 286283 257221
　飲食・宿泊 3,666 3,230 ▼ 11.9% 3.8% 3.6% 96975 90947
　金融保険・不動産 700 743 6.1% 0.6% 0.7% 111648 108224
　学術研究・教育 2,610 2,740 5.0% 1.6% 1.7% 165393 160675
　医療・福祉 850 1,083 27.4% 0.5% 0.6% 158540 179268
　その他・分類不能 4,654 6,882 47.9% 1.4% 2.0% 323871 340157

外国人労働者 全労働者 依存度
2000年 2005年 2010年 2015年 2000年 2005年 2010年 2015年 2000年 2005年 2010年 2015年

総数 22,986 23101 25327 9.6% 1736859 1703374 1673913 1.3% 1.4% 1.5%
農林漁業・鉱業 28 32 33 3.1% 9134 8034 8062 0.3% 0.4% 0.4%
建設業 2046 1338 1608 20.2% 141413 119733 111368 1.4% 1.1% 1.4%
製造業 3803 3551 3603 1.5% 236970 214184 212487 1.6% 1.7% 1.7%
電気・ガス・水道 3 7 13 85.7% 6918 7088 6623 0.0% 0.1% 0.2%
情報通信業 1533 1941 1881 -3.1% 115329 121224 115921 1.3% 1.6% 1.6%
運輸・郵便業 806 796 724 -9.0% 104599 105523 97645 0.8% 0.8% 0.7%
卸売・小売業 2898 2995 2833 -5.4% 307898 286283 257221 0.9% 1.0% 1.1%
金融・保険業 308 268 284 6.0% 57882 59749 54577 0.5% 0.4% 0.5%
不動産・物品賃貸業 391 432 459 6.3% 42445 51899 53647 0.9% 0.8% 0.9%
学術研究・技術サービス 1201 1271 5.8% 88232 83318 1.4% 1.5%
宿泊・飲食サービス 3798 3666 3230 -11.9% 89714 96975 90947 4.2% 3.8% 3.6%
生活関連サービス 825 649 -21.3% 59643 55328 1.4% 1.2%
教育・学習産業 1540 1409 1469 4.3% 78537 77161 77357 2.0% 1.8% 1.9%
医療福祉 535 850 1083 27.4% 132119 158540 179268 0.4% 0.5% 0.6%
複合サービス 17 3 7 133.3% 11962 4675 5680 0.1% 0.1% 0.1%
サービス 3347 1109 1251 12.8% 310354 115193 114194 1.1% 1.0% 1.1%
公務 34 38 30 -21.1% 41781 42196 41421 0.1% 0.1% 0.1%
分類不能 1899 2640 4899 85.6% 49804 87042 108849 3.8% 3.0% 4.5%

外国人就業者数
全就業者に占める割合
（外国人への依存度）

10～15年
の増加率

分　野

表１　国籍別外国人就業者数－横浜市（2015年国勢調査）

総数 25,327 6,063 (23.9%) 5,211 (20.6%) 2,740 (10.8%)
　中国 9,663 3,025 (31.3%) 1,697 (17.6%) 504 (5.2%)
　韓国・朝鮮 4,949 1,278 (25.8%) 753 (15.2%) 382 (7.7%)
　フィリピン 2,449 462 (18.9%) 726 (29.6%) 270 (11.0%)
　タイ 453 126 (27.8%) 85 (18.8%) 20 (4.4%)

インドネシア 318 31 (9.7%) 110 (34.6%) 36 (11.3%)
　ベトナム 941 113 (12.0%) 384 (40.8%) 33 (3.5%)

インド 546 57 (10.4%) 104 (19.0%) 130 (23.8%)
　米国 1,079 97 (9.0%) 105 (9.7%) 459 (42.5%)
　英国 356 33 (9.3%) 26 (7.3%) 197 (55.3%)
　ブラジル 832 86 (10.3%) 400 (48.1%) 23 (2.8%)
　ペルー 405 56 (13.8%) 172 (42.5%) 7 (1.7%)
　その他 3,336 699 (21.0%) 649 (19.5%) 679 (20.4%)

 外国人
 就業者数国　籍  うち  うち うち

 卸売・小売、
 飲食・宿泊

 建設・製造  学術研究・教育
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産
業
で
み
る
と
、「
言
語
・
文
化
・

宗
教
の
違
い
に
よ
る
不
安
が
あ

る
」（
51
・
４
％
）
が
最
も
多
く

5
割
を
超
え
、
次
い
で
「
受
け
入

れ
に
当
た
っ
て
の
人
事
制
度
や
社

内
教
育
が
進
ん
で
い
な
い
」

（
22
・
５
％
）、「
自
社
の
業
務
内

容
が
適
さ
な
い
」（
18
・
６
％
）、

「
長
期
間
、
継
続
し
た
雇
用
が
望

め
な
い
」（
16
・
０
％
）の
順
と
な
っ

て
い
る
。

③　
外
国
人
雇
用
に
当
た
り
求

め
ら
れ
る
支
援
制
度

　

外
国
人
を
雇
用
す
る
に
当
た
り

必
要
と
思
わ
れ
る
支
援
に
つ
い
て

全
産
業
で
み
る
と
、「
留
学
生
や

在
留
外
国
人
向
け
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
の
受
入
支
援
」（
26
・

７
％
）が
最
も
多
く
、
次
い
で「
企

業
と
応
募
者
の
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会

提
供
や
法
規
、
各
種
制
度
の
説
明

会
等
の
実
施
」（
16
・
８
％
）、「
採

用
の
た
め
の
個
別
相
談
や
ア
ド
バ

イ
ス
」（
15
・
８
％
）、「
他
企
業

の
採
用
事
例
の
紹
介
」（
14
・

９
％
）
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
調
査
結
果
も
踏
ま
え
、
次

の
項
で
は
、
特
に
中
小
企
業
に
お

け
る
外
国
人
就
業
者
の
増
加
に
向

け
、
本
市
が
ど
の
よ
う
な
施
策
・

事
業
を
実
施
し
、
支
援
を
行
っ
て

い
る
か
、
今
後
の
方
向
性
と
併
せ

て
お
伝
え
し
た
い
。

３  �

外
国
人
就
業
者
の
受
入
拡
大

に
向
け
た
取
組

（
１
）
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
生
受

入
事
業
〈
Ｉ
Ｄ
Ｅ
Ｃ
横
浜
〉

　

横
浜
市
の
中
小
企
業
支
援
セ
ン

タ
ー
と
し
て
唯
一
指
定
さ
れ
て
い

る
横
浜
企
業
経
営
支
援
財
団
（
Ｉ

Ｄ
Ｅ
Ｃ
横
浜
）
は
、
中
小
企
業
の

人
材
不
足
の
解
消
に
向
け
、
取
組

を
進
め
て
い
る
。
平
成
17
年
度
か

ら
は
、
日
本
の
ジ
ェ
ト
ロ
に
相
当

す
る
台
湾
貿
易
セ
ン
タ
ー
（
Ｔ
Ａ

Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
）
の
機
関
で
あ
る
国
際

企
業
人
材
育
成
セ
ン
タ
ー
（
Ｉ
Ｔ

Ｉ
）
の
学
生
に
向
け
、
横
浜
市
内

企
業
へ
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
受

入
事
業
を
実
施
し
て
い
る
。
こ
れ

ま
で
、
延
べ
２
７
７
社
の
横
浜
市

内
の
企
業
が
、
３
１
０
名
の
学
生

を
受
け
入
れ
、
自
社
の
海
外
事
業

展
開
や
社
内
の
活
性
化
な
ど
に
役

立
て
て
い
る
。
卒
業
生
の
多
く
は

台
湾
の
主
要
企
業
で
活
躍
し
て
い

る
が
、
横
浜
の
受
入
れ
企
業
の
う

ち
7
社
が
12
名
の
Ｉ
Ｔ
Ｉ
卒
業
生

を
採
用
し
た
実
績
も
あ
る
。
例
え

ば
、
大
江
電
機
株
式
会
社（
南
区
）

で
は
、
台
湾
か
ら
の
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
生
の
研
修
受
入
を
継
続
的

に
行
い
、
採
用
に
も
つ
な
げ
て
い

る
。

（
２
）
外
国
人
へ
の
就
労
支
援

　

①
ス
タ
ン
バ
イ
～
横
浜
で
働
く
！

ハ
マ
を
支
え
る
求
人
特
集
！

外
国
人
材
募
集
の
特
集
ペ
ー
ジ

　

市
内
中
小
企
業
の
採
用
支
援
事

業
と
し
て
、
民
間
企
業
と
連
携

し
、
平
成
30
年
に
市
内
中
小
企
業

向
け
求
人
サ
イ
ト
を
開
設
し
た
。

サ
イ
ト
へ
の
求
人
掲
載
費
用
や

マ
ッ
チ
ン
グ
の
成
功
報
酬
等
、
中

小
企
業
が
無
料
で
採
用
活
動
を
行

え
る
よ
う
、
負
担
が
軽
減
さ
れ
た

制
度
設
計
と
な
っ
て
い
る
。
さ
ら

に
、「
求
人
ペ
ー
ジ
」
の
作
成
支

援
や
採
用
に
関
す
る
ア
ド
バ
イ
ス

も
受
け
ら
れ
、
中
小
企
業
の
採
用

担
当
者
に
採
用
活
動
の
ノ
ウ
ハ
ウ

が
蓄
積
さ
れ
る
視
点
も
盛
り
込
ま

れ
て
い
る
。

　

令
和
元
年
7
月
に
は
、
掲
載
企

業
の
求
人
募
集
枠
と
し
て
、「
外

国
人
材
」
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
を
新
設

す
る
な
ど
、
今
後
も
サ
イ
ト
の
充

実
を
図
る
と
と
も
に
、
求
人
サ
イ

ト
の
認
知
度
を
よ
り
一
層
高
め
る

た
め
、
バ
ス
や
市
営
地
下
鉄
と
連

携
し
た
広
報
な
ど
を
通
し
て
、
Ｐ

Ｒ
を
強
化
し
て
い
く
。

②
外
国
人
材
就
労
支
援
事
業

　

日
本
に
お
け
る
就
職
活
動
や
企

業
に
関
す
る
情
報
が
不
足
し
、
ま

た
市
内
中
小
企
業
等
と
直
接
交
流

が
で
き
る
機
会
が
少
な
い
な
ど
、

就
労
に
苦
慮
し
て
い
る
外
国
人
が

多
数
い
る
こ
と
か
ら
、
外
国
人
材

就
労
支
援
事
業
を
令
和
元
年
か
ら

実
施
し
て
い
る
。
日
本
で
の
就
職

活
動
の
概
要
や
企
業
研
究
の
仕
方

な
ど
、
就
職
活
動
に
必
要
な
情
報

を
分
か
り
や
す
く
説
明
す
る
「
外

国
人
の
た
め
の
就
職
活
動
応
援
セ

ミ
ナ
ー
」
と
、
横
浜
で
就
職
を
希

望
す
る
外
国
人
と
外
国
人
の
受
入

れ
に
意
欲
的
な
市
内
中
小
企
業
が

直
接
交
流
す
る
「
合
同
企
業
説
明

会
（
外
国
人
の
た
め
の
就
職
応
援

フ
ェ
ア
）」
を
年
２
回
開
催
。
セ

ミ
ナ
ー
は
２
部
構
成
で
行
い
、
受

講
す
る
外
国
人
の
日
本
語
の
習
得

レ
ベ
ル
が
様
々
な
こ
と
を
考
慮
し

て
、
１
部
の
講
義
に
つ
い
て
は
対

応
言
語
を
英
語
で
行
っ
た
。
２
部

で
は
、
よ
り
実
践
に
近
い
形
で
、

模
擬
面
接
形
式
で
の
ロ
ー
ル
プ
レ

イ
ン
グ
を
参
加
者
全
員
が
行
っ

た
。
事
後
の
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、

「
日
本
の
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ナ
ー
を
学

べ
た
」「
や
る
気
が
出
て
ビ
ジ
ョ

ン
が
明
確
に
な
っ
た
」「
面
接
で

の
自
分
の
回
答
内
容
が
不
足
し
て

い
る
こ
と
が
分
か
っ
た
」
な
ど
の

声
が
あ
っ
た
。

　
「
合
同
企
業
説
明
会
（
外
国
人

の
た
め
の
就
職
応
援
フ
ェ
ア
）」

で
は
、
１
回
目
を
令
和
元
年
10
月

に
新
都
市
ホ
ー
ル
（
西
区
）
で
開

催
し
、
39
社
の
企
業
の
参
加
と
２

５
０
人
を
超
え
る
来
場
者
が
あ
っ

た
（
写
真
）。
来
場
者
は
、
企
業

の
説
明
を
聞
き
な
が
ら
熱
心
に
質

問
を
行
っ
て
い
て
、
用
意
し
た
椅

子
に
座
り
き
れ
な
い
ブ
ー
ス
も

あ
っ
た
。
２
回
目
は
令
和
２
年
１

月
に
予
定
し
て
お
り
、
外
国
人
が

市
内
中
小
企
業
等
へ
の
理
解
と
就

労
先
と
し
て
の
関
心
を
高
め
る
と

と
も
に
、
自
社
の
魅
力
等
を
直
接

ア
ピ
ー
ル
す
る
機
会
を
提
供
し
て

い
く
。

４  

外
国
企
業
の
立
地
促
進

（
１
）
横
浜
の
魅
力
と
ビ
ジ
ネ
ス

環
境
の
優
位
性

　

横
浜
は
、
東
京
都
心
や
羽
田
空

港
へ
の
交
通
ア
ク
セ
ス
、
日
本
有

数
の
国
際
貿
易
港
、
東
京
都
心
に

比
べ
て
割
安
な
オ
フ
ィ
ス
賃
料
、

研
究
者
・
技
術
者
を
は
じ
め
と
す

る
豊
富
な
人
材
、
進
出
企
業
に
対

合同企業説明会の様子
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す
る
助
成
金
な
ど
、
ビ
ジ
ネ
ス
に

必
要
な
都
市
環
境
を
持
ち
合
わ
せ

て
い
る
。

　

外
国
企
業
に
と
っ
て
は
、
こ
れ

ら
に
加
え
、
外
国
企
業
が
日
本
進

出
す
る
際
の
立
ち
上
げ
コ
ス
ト
の

低
減
や
日
本
市
場
参
入
の
円
滑
化

を
目
的
と
し
て
設
立
さ
れ
た
、
外

資
系
企
業
が
入
居
し
や
す
く
、
ビ

ジ
ネ
ス
サ
ポ
ー
ト
を
受
け
や
す
い

施
設
が
あ
る
こ
と
も
魅
力
の
一
つ

と
な
っ
て
き
た
。
オ
フ
ィ
ス
機
能

の
ほ
か
、
研
究
開
発
や
組
み
立
て

な
ど
、
日
本
へ
の
進
出
を
希
望
す

る
外
資
系
企
業
の
様
々
な
ニ
ー
ズ

に
応
え
ら
れ
る
環
境
と
な
っ
て
い

る
。

　

外
資
系
企
業
が
進
出
を
決
め
る

に
当
た
っ
て
は
、
外
国
人
就
業
者

に
と
っ
て
横
浜
が
暮
ら
し
や
す
い

土
地
で
あ
る
か
、
と
い
う
視
点
も

重
要
で
あ
る
。
本
人
や
家
族
が
受

け
ら
れ
る
医
療
や
、
子
供
の
教
育

環
境
な
ど
、
生
活
し
て
い
く
上
で

非
常
に
重
要
な
要
素
と
な
る
が
、

市
内
に
は
横
浜
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ

ナ
ル
ス
ク
ー
ル
を
は
じ
め
、
ド
イ

ツ
人
学
校
や
イ
ン
ド
人
学
校
な
ど

10
の
外
国
人
学
校
が
あ
る
こ
と
も

強
み
と
な
っ
て
い
る
。

（
２
）
外
資
系
企
業
誘
致
の
施
策

展
開
、
実
績

　

横
浜
市
企
業
立
地
促
進
条
例
は

平
成
16
年
の
制
定
以
降
、
企
業
立

地
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
等
を

踏
ま
え
た
条
例
改
正
を
行
っ
て
き

た
。
平
成
24
年
に
は
、
こ
の
条
例

に
多
国
籍
企
業
誘
致
を
強
化
す
る

要
素
を
追
加
し
、
羽
田
空
港
の
国

際
化
な
ど
を
踏
ま
え
、
ア
ジ
ア
を

中
心
と
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
の

誘
致
に
も
力
を
入
れ
て
い
く
方
針

と
し
た
。
こ
の
制
度
や
成
長
産
業

立
地
促
進
助
成
、
外
資
系
企
業
向

け
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
オ
フ
ィ

ス
（
Ｗ
Ｂ
Ｃ
）
を
活
用
し
て
、
中

国
、
韓
国
、
台
湾
の
企
業
立
地
が

進
み
、
近
年
で
は
ベ
ト
ナ
ム
企
業

の
立
地
も
増
え
て
い
る
。

　

外
国
企
業
の
市
内
立
地
数
を
エ

リ
ア
に
着
目
し
て
み
る
と
、
平
成

の
時
代
に
入
り
、
欧
米
企
業
の
数

が
圧
倒
的
に
多
く
、
平
成
５
年
度

か
ら
30
年
度
ま
で
の
26
年
間
で
、

欧
米
か
ら
横
浜
に
進
出
し
た
企
業

は
３
５
０
社
を
超
え
て
い
る
。
ま

た
、
ア
ジ
ア
企
業
の
立
地
も
近
年

加
速
化
し
、
平
成
5
年
度
か
ら
平

成
20
年
度
ま
で
の
16
年
間
は
39

社
、
平
成
21
年
度
か
ら
平
成
30
年

度
ま
で
の
直
近
10
年
間
で
85
社
の

ア
ジ
ア
企
業
が
横
浜
に
進
出
し

た
。

　

ま
た
、
本
市
は
、
外
資
系
企
業

の
誘
致
や
市
内
企
業
の
ビ
ジ
ネ
ス

支
援
な
ど
を
目
的
と
し
て
、
海
外

事
務
所
を
設
置
し
て
い
る
。

　

ド
イ
ツ
・
フ
ラ
ン
ク
フ
ル
ト
、

中
国
・
上
海
、
イ
ン
ド
・
ム
ン
バ

イ
に
続
き
、
昨
年
に
は
新
た
に
米

国
・
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
に
米
州
事
務

所
を
開
設
し
た
。
こ
れ
ら
４
か
所

の
海
外
事
務
所
は
、
現
地
の
企
業

と
直
接
面
談
し
進
出
先
と
し
て
の

横
浜
の
魅
力
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
な

ど
、
誘
致
活
動
に
取
り
組
ん
で
い

る
。

（
３
）
進
出
外
資
系
企
業
へ
の
サ

ポ
ー
ト

　

横
浜
に
進
出
し
た
外
資
系
企
業

が
市
内
に
定
着
し
、
ビ
ジ
ネ
ス
を

継
続
・
展
開
で
き
る
よ
う
、
様
々

な
サ
ポ
ー
ト
を
行
っ
て
い
る
。
市

内
で
行
わ
れ
る
ビ
ジ
ネ
ス
セ
ミ

ナ
ー
な
ど
の
情
報
を
定
期
的
に
提

供
す
る
ほ
か
、
外
資
系
企
業
同
士

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
を
支
援

す
る　
「
外
資
系
企
業
交
流
会
」

を
毎
年
開
催
し
、
令
和
元
年
度
に

は
40
社
を
超
え
る
企
業
が
参
加
し

て
い
る
。
ま
た
、
外
国
人
材
と
の

マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
と
し
て
、
前
述

の
「
合
同
企
業
説
明
会
」
に
参
加

を
呼
び
か
け
、
令
和
元
年
10
月
の

合
同
企
業
説
明
会
に
は
５
社
の
外

資
系
企
業
が
参
加
し
た
。

５  

お
わ
り
に

　

本
市
の
生
産
年
齢
人
口
（
15
～

64
歳
）
は
、
２
０
２
０
年
か
ら
の

30
年
間
で
、
約
55
万
人
減
少
す
る

と
推
計
さ
れ
て
い
る
。
企
業
は
、

新
卒
や
第
2
新
卒
に
加
え
、
外
国

人
、
キ
ャ
リ
ア
ブ
ラ
ン
ク
の
あ
る

女
性
、
シ
ニ
ア
層
も
幅
広
く
視
野

に
入
れ
、
採
用
し
て
い
く
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。
Ａ
Ｉ
時
代
の
到
来

に
よ
る
省
力
化
は
未
知
数
だ
が
、

そ
れ
で
も
人
材
は
不
足
し
、
必
要

と
さ
れ
る
労
働
力
を
、
中
小
企
業

は
タ
ー
ゲ
ッ
ト
を
絞
っ
て
確
保
し

て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ

の
取
組
を
行
政
と
し
て
サ
ポ
ー
ト

し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　

市
の
施
策
と
し
て
、
こ
れ
ま
で

は
外
国
人
の
就
業
に
関
し
て
、
特

に
専
門
性
を
持
っ
た
「
高
度
人

材
」
に
タ
ー
ゲ
ッ
ト
を
絞
り
政
策

を
展
開
し
て
き
た
。
外
国
人
の
受

入
れ
に
関
し
、
国
は
外
国
人
就
業

者
を
「
技
能
実
習
生
」
と
し
、「
労

働
力
」
と
し
て
は
捉
え
て
い
な

い
。
国
の
制
度
は
あ
く
ま
で
も
、

日
本
で
習
得
し
た
技
術
を
母
国
に

持
ち
帰
っ
て
活
躍
す
る
こ
と
が
目

標
と
さ
れ
て
い
る
。
一
方
で
、
市

内
中
小
企
業
の
人
手
は
不
足
し
、

現
場
の
深
刻
さ
は
年
々
度
合
い
を

増
し
て
い
る
。「
雇
用
し
た
外
国

人
が
仕
事
を
覚
え
、
技
術
が
身
に

つ
い
て
も
１
～
２
年
で
母
国
に
帰

国
し
て
し
ま
い
、
継
続
的
に
人
材

を
活
用
で
き
ず
、
し
た
が
っ
て
常

に
人
材
確
保
の
採
用
活
動
に
追
わ

れ
る
な
ど
、
中
小
企
業
に
は
大
き

な
負
担
が
か
か
っ
て
い
る
」
と
の

声
も
伺
っ
て
い
る
。
人
手
不
足
へ

の
切
り
札
と
し
て
「
外
国
人
就
業

者
」
が
選
択
さ
れ
る
こ
と
も
視
野

に
入
れ
、
区
局
を
越
え
た
関
係
部

署
が
情
報
を
共
有
し
、
連
携
を
密

に
し
て
、
外
国
人
の
生
活
支
援
を

含
め
た
総
合
的
な
観
点
か
ら
今
後

の
施
策
を
展
開
し
て
い
く
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。

　

企
業
誘
致
の
視
点
で
は
、
横
浜

経
済
を
持
続
的
に
発
展
さ
せ
る
た

め
に
、
私
た
ち
は
様
々
な
施
策
を

展
開
し
て
い
る
。
既
存
産
業
の
活

性
化
は
も
ち
ろ
ん
、
経
済
波
及
効

果
の
大
き
い
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
や

ブ
ラ
ン
ド
力
を
持
つ
企
業
の
立
地

を
引
き
続
き
働
き
か
け
る
こ
と
と

合
わ
せ
て
、
外
資
系
企
業
を
は
じ

め
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
を
含
む
市
内
企

業
と
の
交
流
か
ら
生
み
出
さ
れ
る

オ
ー
プ
ン
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
環

境
を
創
出
し
て
い
く
。
日
本
人
、

外
国
人
な
ど
国
籍
を
問
わ
ず
、
人

と
人
と
の
出
会
い
・
つ
な
が
り
を

創
出
す
る
こ
と
を
意
識
し
た
施
策

事
業
を
展
開
し
、
人
的
な
結
び
つ

き
が
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
創
造
に
つ

な
が
っ
て
い
く
、
そ
う
し
た
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
環
境
を
提
供
で
き
る
こ

と
が
横
浜
の
強
み
で
あ
り
、
今
後

も
力
を
入
れ
て
取
り
組
ん
で
い
く

必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

※
１　

就
業
者

　

本
稿
で
は
、
外
国
人
労
働
者
を
国
勢
調

査
の
定
義
に
基
づ
き
「
就
業
者
」
と
し
て
表

す
こ
と
と
す
る
。

　

就
業
者
と
は
、
労
働
力
人
口
か
ら
完
全

失
業
者
を
引
い
た
も
の
で
、
調
査
期
間
中
に

少
し
で
も
収
入
を
伴
う
仕
事
を
し
た
者
を
い

う
。


